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研究ノート
レギュラシオン理論と「制度の経済学」＊
若森章孝・大田一廣
はじめに
198咋代末から9吟三代の今日にかけて， レギュラシオン学派の主流はその問題設定を大
きく変えようとしている。レギュラシオン理論は「歴史と制度の経済学」から「制度の経
済学」へと比重を移し，新たな理論的な展開を見せているのである。以下に紹介するA・
オルレアンとR・ボワイエの大学院前期課程の講義要綱 (1992~93年）は． オルレアン
編の近著『コンバンシオン（合意）の経済分析」 (A.Orlean, Analyse economique des 
conv珈t幻ns,PUF, 1994.)とともに．この変化を端的に示している。
この講義は大学院前期課程の学生を対象に， 1992年の10月から12月まで開催された。注
目すべきはこの講義が，パリ第10大学，社会科学高等研究院，理工科大学校の三者共同で
実行されたことである。社会科学高等研究院側の責任者であるボワイエと理工科大学校側
の責任者であるオルレアンの野心的な計画と綿密な準備のもとに，この講義が実現したの
である。ボワイエは国際的に著名なマクロ経済学者であり，レギュラシオン学派の全体を
カバーできる人物である。オルレアンは， レギュラシオン理論のなかで一番立ち遅れてい
る分野の一つである貨幣・金融問題の専門家であり， アグリッエタとの共著「貨幣の暴
カ』 (1982年，井上泰夫・斉藤日出治訳，法政大学出版局， 1991年）はレギュラシオン理
論に制度の発生や制度の変化，行為主体の問題を本格的に導入した文献として注目されて
いる。
＊本稿の作成にあたって，われわれは社会・政治経済学研究会における「制度の経済学」
をめぐる討論に多くを負っている。記して感謝の意を表したい。また，「制度の経済学」
としてのレギュラシオン理論の新展開を検討した重要文献 (Ecolede la regulation 
et crit勾uede la raison econom勾ue,Editions L'Harmattan, 1994) を刊行と同時
に送ってくれたフランス留学中の友人，井上泰夫氏（名古屋市立大学）のご厚意にも感
謝したい。
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1 「歴史の経済学」と制度諸形態
まず， レギュラシオン理論の原点を確認しておこう。レギュラシオン理論は「歴史的マ
クロ経済学」（ボワイエ）という性格をもっていて，資本・労働関係や商品関係，資本間競
争や国家介入にかんする歴史的形成された「制度諸形態」がいかに資本蓄積の動態を規定
するかといった諸問題に注目する研究をおこなってきた。ここで強調されていた視点は，
あえて言えば， (1)資本主義を構成する基本的社会関係の矛盾的性格， (2)マクロ経済的規
則性がこの矛盾的性格を一定期間のあいだ制御・調整する制度諸形態により保証されるこ
と， (3)階級間または階層間の闘争を通じての，制度諸形態の歴史的形成・確立・衰退•新
形成，の三つである。レギュラシオン理論は，新古典派という支配的経済理論には欠けて
いる，社会関係の矛盾的性格と資本主義変容の「歴史」を経済学に取り込もうとする試み
として出発したのである。レギュラシオン理論を体系的に定礎したM・アグリエッタは，
1976年に刊行された古典的著作の中で， この点に関連してつぎのようにのべている。「資
本主義のレギュラシオン理論は，抽象的な研究ではありえない。それは，経済的であると
同時に非経済的な新たな諸形態を生みだす社会諸関係……がどう変容していくかについて
の研究である。……このパースペクテイヴにおいては，歴史は，抽象的な図式を正当化す
ることをねらった逃げ口上ではない。歴史は， ……実験的な方法の不可欠の構成部分で
ある」I)。そのうえでM・アグリエッタは， レギュラシオン理論の試金石になる問題とし
て，「社会システムを変容させながら， その長期にわたる統合を保証する諸力とは何であ
るのか。社会システムの統合の条件と様式は変化しうるのか。いかなる条件において，ま
たいかなるプロセスにしたがって， 質的変化が生産諸関係のなかに生みだされるのか」2)
を指摘している。ボワイエを中心とする1970年代中頃から80年代前半にかけてのレギュラ
シオン学派の研究は，アグリエッタのこの問題設定にほぼ沿って行われ，賃金決定につい
ての歴史的・計量的な研究にもとづく二つの典型的な調整様式の発見（競争的調整様式と
管理された調整様式），「資本主義の黄金時代」 (1945-74年）の発展モデルであるフォー
デイズムのマクロ的蓄積回路（内包的蓄積体制）の定式化（いわゆるボワイエ・モデル）
などの成果をあげてきた。ボワイエが 1986年に刊行した「レギュラシオン理論』（山田鋭
夫訳，藤原書店， 1990年）はこのような研究成果を総括しつつ， レギュラシオン理論のさ
1) M・アグリエック，若森・山田・大田・海老塚訳「資本主義のレギュラシオン理論』
大村書店， 1989年， 36-37ペー ジ。
2)同上書， 37ペー ジ。
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らなる可能性と研究課題を現代経済学の他潮流との対質において説明した書物である。こ
こで注意すべきは，ボワイエがこの本で総括するまでの研究は，すでに歴史的に確立して
いる制度諸形態（例えば，団体交渉制度，社会保障制度，管理通貨制度）を前提にして，
これらの制度によっていかに行為主体の行動が方向づけられ，蓄積のマクロ的規則性が保
証されたかを「事後的に」分析していることである。 A・リヒ°エッツは制度分析のこのよ
うな態度を「事後的機能主義」と規定している。言い換えれば，このときまでのレギュラ
シオン学派は，発生しつつある制度諸形態またはその諸要素がいかに資本蓄積を方向づけ
るか， といういわば現在進行における制度分析を，研究課題として提起していないのであ
る。逆に言えば， レギュラシオン理論はしばしば「制度の経済学」と呼ばれるとはいえ，
この時期までのレギュラシオン学派は社会関係の矛盾的性格や歴史的変化と不可分離な形
で「制度」を議論しており，いわば「歴史と制度のマクロ経済学」をめざしていたのである。
2 比較経済分析の展開とコンバンシオン理論にもとづく「制度の経済学」
レギュラシオン学派の制度分析が変化しはじめるのは， 198吟こ代における研究を通じて
である。 8吟三代にレギュラシオン学派の研究の中心になったのは，各国がフォーデイズム
の危機に対応するなかで，新しい制度や規範や合意がどのように生まれつつあるかを追求
し，フォーデイズム以後における各国の国民経済の変容を比較分析することであった。こ
のような研究動向を代表するのが， 1986年に刊行された「ヨーロッパにおける労働のフレ
キシビリティ』（井上泰夫訳「第二の大転換」藤原書店， 1992年）であって，この本の編者
であるボワイエは，「テーラー主義と生産性インデックス賃金」によって特徴づけられる
フォーデイズムの危機を前向きに打開する動向を「攻めのフレキシビリティ」，後ろ向きに
打開しようとする動向を「守りのフレキシビリティ」と呼び．フレキシビリティの質を基準
にする比較経済分析の理論的枠組みを設定した。これ以後のレギュラシオン学派の研究は
この枠組みにしたがっておこなわれ，危機における「国民的軌道の多様性」が検出された。
ボワイエは多様な国民的軌道を，アメリカ型， ヨーロッパ型，北欧型， 日本型に整理して
いる3)。あるいは，リピエッツは．フォーディズム以後の発展モデルを．ネオ・テーラ主義，
カルマリズム， トヨテイズム， 周辺部フォーディズム， 原始的テーラ主義に分類してい
る。ここで注目すべきことは，労使関係や企業関係や国家介入の変化の研究を通じて， レ
ギュラシオン学派が制度の；変化や発生を， それらが確立するより前という意味でいわば
3)山田鋭夫「レギュラシオン・アプローチ」藤原書店， 1991年，参照。
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「事前的に」分析するようになったことである。このような資本主義の変容の現状分析レ
ベルでの研究は，制度の発生や役割にかんする理論的研究に大きな影孵をもたらしたので
ある。ボワイエとオルレアンの共同論文「理論と歴史における賃金協約の変容」 (Les
transformations des conventions salariales entre theorie et histoire, Revue Eco-
nomique, vol. 42, no. 2, 1991.)は， そのような理論的影響を示し（いる重要な論文であ
る。 この論文でボワイエとオルレアンは， 後で説明する「合意（コンバンシオン con-
vention)の理論」を取り入れることによって新しい制度の発生と確立をゲーム論的に説
明する一つまり，新しい組織形態への転換は異なる慣習をもつ集団とのゲーム論的交渉
が繰り返しおこなわれることから説明される一ーと同時に，フォーディズム的賃労働関係
の生成と展開を歴史的に追跡し，理論的説明と歴史的帰趨を突き合わせる作業をおこなっ
た4)。また「歴史の経済学」 としてのレギュラシオン理論の創始者であるアグリエッタも
同じ1991年に， 「資本主義のレギュラシオン理論」の日本語版への序文の中で，媒介的諸
制度によるマクロ経済的調節の研究から「マクロ経済学のためのミクロ経済的基礎」の研
究へと研究の重点の移動を提起し，そのためには経済分析のなかに組織および「組織に組
み込まれているルールの性質」5)を取り入れなければならないと主張するのである。 ボワ
イエやオルレアンはレギュラシオン理論の立場から，この「マクロ経済学のためのミクロ
経済的基礎」を研究するうえで援用したのが，コンバンシオン理論である。彼らによれば
， レギュラシオン理論とコンバンシオン理論とは補完関係にあり，後者は前者に欠けてい
るミクロ的基礎を構成するのである。
では，コンバンシオン理論とはどのような特徴をもっているのだろうか。これは，新古
典派の系譜からD・H・コースの「取引費用」論にもとづいて展開されるアメリカの新制
度学派に対抗して近年フランスで生まれた新しい学派であって，市場の自動的調節という
新古典派の想定を批判し， 制度や規範や合意による経済活動の方向づけを強調する点で
は， レギュラシオン学派と一定の共通性をもっている。 1989年3月刊行の「ルヴュー・エ
コノミーク」誌 (Revueeconomique, vol. 40, no. 2, mars 1989)は全ページをコンバ
ンシオン理論の説明に割当て，コンバンシオン理論の問題意識と意義をのぺた序文と 6本
の論文から構成されている。 6本の論文のタイトルは， 「複雑な世界における均衡と合理
性」 (L.Thevenot, Equilibre et rationalite dans un univers complexe), 「労働協
4) A・リビエッツ，井上泰夫・若森章孝編訳「レギュラシオン理論の新展開』大村書店，
1993年， 216,291ページ参照。
5) M・アグリエッタ（前掲，注1),xiiペー ジ。
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約の経済分析」 (R.Salais, L'alalyse economique des conventions du travail), 
「経済的コンバンシオンの認知的アプローチ」 (A.Orl細n,Pour une approche co-
gnitive des conventions economique), 「内部市場と外部市場」 (0.Favereau, Ma-
rches intemes et Marches externes), 「品質についてのコンバンシオンと調節諸形
態」 (F.Eymard-Duvernay, oonventions de qualite et formes de coordination), 
「コンバンシオンと共通知識」 (J.-P.Dupuy, convention et common knowledge)で
あり， レギュラシオン学派のなかではオルレアンが参加している。なおこれらの論文の執
筆者は，デュヒ°ュイ (Dupuy)を除いて， オルレアン編の「コンバンシオンの経済分析』
に寄稿している。
コンバンシオン宜言といってもいいこの序文（上記6名による共同署名論文）によれ
ば，コンバンシオン派の出発点は近年の新古典派の研究文献が照らし出している新しい研
究対象である。取引費用を考慮して効率性の銀点から「市場か， 組織か」を合理的に選
択するという議論，商品の品質にたいする不信が市場取引を解体させてしまうのをいかに
回避するかという議論などは，コンバンシオン派から見れば，非市場的な調節形態を考慮
しなければ説明がつかない事態の存在を意味している。にもかかわらず，新古典派はこの
事態を「情報の不均衡」の問題として取り扱っている。「利用可能な情報のすべてがあた
えられているとしても，アクターは品質の定義についての全般的な合意に到達することは
できないのである」6)。 コンバンシオン派は新古典派の最近の議論に内在しながら， その
限界を越えようとするのである。
コンバンシオン派は．「人びとの交換契約は． 彼らの意思の出会いに優越するあらゆる
外的枠組みからこの契約を解放する」という新古典派的想定を批判し，「個人間の合意は，
たとえそれが市場交換に限定される場合でも，共通の枠組みや構成的コンバンシオンなし
には不可能である」7)ことを強調する。 しかしこの構成的な共通の枠組みは， 社会契約論
のような「最初の契約」としてではなく，「パラダイム (Orl細n),共通知識 (Dupuy),
認知モデル (Favereau), 認識システム (Salais), 行為にとって適切かつ有用と判断さ
れる情報を構成し， 資源として役立つ対象の質を規定する情報構造 (Thevenot) とし
て」BJ考察されねばならない。 ここで言われる 「行為の共通の枠組み」とは，交換から不
信や疑惑を遠ざける仕組みのことである。例えば， 「交換の枠組みを著しく歪め，すべて
6) Re匹 economique,vol. 40, no. 2, mars 1989, p. 144. 
7) ibid., p. 142. 
8) ibid. 
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の均衡を破壊するまでに至る」9)ような商品の品質にたいする不信を遠ざける仕組みのこ
とである。では，このような共通の枠組みまたは共通知識はどのように発生するのだろう
か。この点にかんして，コンバンシオン派は「方法論的個人主義」の立場を意識的に選択
する。その理由は， 「唯一のアクターは諸個人であって， 集合体の構成員や制度は集団の
代表としての機能を果たす場合であっても，そのようなアクターとは認められないのであ
る。これ以外のすべての見解は， 結局， 個人を操作可能な物に還元してしまう」10)からで
ある。それゆえ「コンバンシオンは個人的行動の結果であると同時に，諸主体を拘束する
枠組みとして理解しなければならない」11)のである。 これがコンバンシオン派の基本的な
認識である。
3 大学院講義要綱の「制度の経済学」の輪郭と特徴
さて以上の説明を前提にして，オルレアンとボワイエの大学院講義要綱を紹介し，その
特徴を検討することにしよう。まず1992年から1993年にかけて8回にわたっておこなわれ
た講義計画，各講義の主要論点，および参考文献はつぎのようなものである。やや長い資
料であるが， レギュラシオン理論の新動向の理解に重要と思われるので，省略なしに紹介
することにしたい。
＜制度の理論：現代的諸問題へのレギュラシオン・アプローチ＞
第1回講義／制度としての市場 (A・オルレアン）
1)ワルラスの競売人，模索と安定性
参考文献
F. Fisher, "La formation des grandeurs economiques: desequilibre et ins-
tabilite," in J. Cartelier (ed.), La formation des grandeurs econom勾ues,PUF, 
1991, pp. 19-55. 
さらに， Bernard Guerrien, La theorie neo-classique, Economica, 1989, 3eme 
edition, chapitres v et viiを参照すること。
2)交換対象の質が各人にア・プリオリに知られていると想定する (nomenclature)
仮説と品質の定義
9) ibid., p. 143. 
10) ibid. 
11) ibid. 
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参考文献
A. Orlean, "Logique walrasienne et incertitude qualitatives: des travaux d' 
Akerlof et Stiglitz aux conventions de qualite," Economies et Soci艇 s,PE no. 
14, janvier 1991, pp. 339-364. 
第2回講義／調節の失敗：ケインズ的マクロ経済学の再検討 (A・オルレアン）
1)均衡の多様性
参考文献
J. Bryant, "A simple rational model," Quaterly Journal of Economics, vol. 98, 
August 1983, pp. 525-528. 
P. Howitt, "Business cycles with costly search and recruiting," Quaterly 
Journal of Economics, vol. 103, February 1988, pp. 147-165. 
P. Weil, "Increasing returns and animal spirits," Americ叩 EconomicRev如，
vol. 79, no. 4, September 1989, pp. 889-894. 
2)個別賃金とケインズ的失業の比較
参考文献
L. H. Summers, "Relative wages, and Keynesian unemployment," American 
Economic Review, vol. 78, no. 2, May 1988, pp. 383-388. 
第3回講義／第二次世界大戦後の制度革新と調整様式の変化 (R・ボワイエ）
1)第二次世界大戦後の制度革新と調整様式の変化：団体交渉，大企業，信用貨幣，ヶ
インズ・ベバリッジ型国家，国際体制
参考文献
J.-P. Benassy, R. Boyer, et R. M Gelpi, "Regulation des economies capitalistes 
et inflation," Revue Econom勾ue,mai 1979. 〔清水耕一訳「資本主義経済のレギュ
ラシオンとインフレーション」「経済学論叢』（同志社大），第42巻第2号， 1991年）
2)フォーディズム・モデルの定式化：制度的・歴史的マクロ経済の要素
参考文献
R. Boyer, "Reflexion sur la crise actuelle," Document de Travail CEPREMAP, 
no. 8706. 〔清水耕一訳「レギュラシオン」ミネルヴァ書房， 1992年，収録〕。
R. Boyer et A. Orlean, La convention salariale fordienne," Document de Travail 
CEPREMAP, no. 9029. 
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Une compilation des formalisations du modele fordiste et des periodisations 
en terme de croissance et de crise a partir des travaux de H. Bertrand, R. 
Boyer & P. Petit, L. Causat, M. Juillard et C. Leroy. 
第4回講義／なぜ企業なのか？ 企業はいかに組織されるか？ 現代の企業研究の概観
(R・ボワイエ）
1)取引費用仮説
参考文献
R. H. Coase, "La nature de la firme," Revue Fran,aise d'Economie, vol. I, 
no. 1, hiver 1987. 〔宮沢・後藤•藤垣訳「企業・市場・法」東洋経済新報社， 1992 
年〕。
2)代理者（エイジェント）と依頼者（プリンシバル）の観点からの解釈
参考文献
J. Stiglitz, "Principal and agent," New Pa/grave Dictionary of Economics, J. 
Eatwell & ali eds (1987), tome II, Mcmillan, pp. 967-972. 
M. Jensen, W. Meckling, "Theory of the firm: managerial behavior, agency 
cost, and ownership structure," The Journal of Financial Economics, no. 3, 
1976, pp. 305-360 (repris dans L. Putterman ed. (1986)). 
3)結託 (coalition)としての企業と二重性の原理
参考文献
M. Aoki, "Toward an economic model of the Japanese firm," Journal of Ec-
onomic Literature, vol. XXVIII, March 1990, pμ. 1-27. 
4)イノベーションの軸としての企業
参考文献
D. Teece, "Technological change and the nature of the firm," in G. Dossi & 
ali, Technical change and Economic Theory, Pinter, 1988. 
R. Nelson et S. Winter, "Organizational capabilities and behavior," chapter v 
from An Evolutionnary Theory of Economic Change, 1982, Harvard University 
Press (repris dans L. Putterman, op. cit., pp. 179-180). 
5)歴史的パースペクテイプからの企業研究
参考文献
A. Chandler, "What is a firm? : A historical perspective," Mimeograph, Ha_ 
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rvard Business School, September 17, 1991. 
さらに P.Milgrom, J. Roberts, Economics, Organizat畑 andManagement, 
1992, Prentice-Hallを参照せよ。
第5回講義／企業組織の形態とマクロ経済の動態 (R・ボワイエ）
1)マクロ経済の出発点としての大企業
参考文献
A. S. Eichner, "Micro foundations of the corporate economy," in Towards 
a New Economics, 1985, Macmillan, pp. 28-74. 
さらにまた R.Marris et A. Wood eds., The Corporate Economy, 1992, Harvard 
University Pressを参照せよ。
2)マクロ経済的構図が組織形態の持続性と効率に及ぼす影響
参考文献
M. Aoki, "Horizontal versus vertical information structure ot the firm," 
American Economic Review, vol. 76, 1986, pp. 971-983. 
N. Greenan, D. Guellec,'、Coordinationwithin the firm and endogeneous 
growth," Document de Travail INSEE, Unite de Recherche, 1992. 
第6回講義／労働契約の独自性：ミクロ経済分析とマクロ経済的結果 (R・ボワイエ）
参考文献
H. Simon, "A formal theory of the employment relationship," Econometrica, 
19, 1951, pp. 293-305 (repris dans L. Putterman, op. cit., 103-110). 
H. Leibenstein, "The prisonners'dilemma in the invisible hand : an analysis 
of the intrafirm productivity," American Economic Review, 1982, pp. 72, 92-97. 
(repris dans L. Putterman, op. cit., 170-178). 
R. Boyer et B. Reynaud,'、Laflexibilite salariale: les arguments du liberalisme 
a l'epreuve des theories microeconomiques modemes," in Colloque AFSE, 
L'impact du liberalisme sur les institutions et les politiques economiques, 
Nathan, Paris, 1988. 
P. Milgrom, J. Roberts," Employment policy and human resource management," 
dans Economics Organization and Management, 1992, Prentice-Hall International 
Editions, pp. 326-357. 
A. Lindbeck, "Microfoundatio~s of unemployment theory," WP presented at 
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the European Labor Economists, Madrid, 25 September 1991. 
E. Lazear, ・"The economics of personel," Communication a la!Verne Conference 
annuelle des economistes euro西ensdu travail, Warwick, September 1992. 
第7回講義／意見形成，投機，金融制度 (A・オルレアン）
1)間個人的な影響と投機による動態
参考文献
A. Orlean,'、Contagiondes opinions et fonctionnement des marches financiers," 
Revue Economique, vol. 43, no. 4, juillet 1992, pp. 685-697. 
A. Orlean, "Contagion mimetique et bulles speculatives, in J. Cartelier (ed.), 
La formation des grandeurs economiques, PtJF, 1991, pp. 285-321. 
1)システム危機と金融制度
参考文献
M. Aglietta, "Le risque de systeme," Re匹 d'EconomieFznanci如re,no. 18, 
automne 1991. 
第8回講義／制度の経済理論の回顧 (A・オルレアン）
参考文献
R. Boyer et A. Orlean, "Persistance et changement des conventions," in A. 
Orlean, (ed.), Analyse Economique des Conventions, Collection Economie, PUF, 
a paraitre (1993). 〔この本は1994&p4月に刊行された〕。
B. Arthur, "Self-reinforcing mechanisms in Economics," in The Economy as 
an Evolving Syst叩， SantaFe Institute Studies in Complexity, 1989, pp. 9-31. 
M. Granovetter, "Les institutions economiques comme constructions sociales: 
un cadre d'analyse," in A. Orlean, (ed.) Analyse Economiq仰 desConventions, 
op. cite. R. Sugden, "Spontaneous Order," Journal of Economic Perspectives, 
nol. 3, vo. 4, fal 1988, pp. 85-97. 
J Maynard Smith, Evolution and the Theory of Games, Cambridge University 
Press, 1982, chapitre 2 et annexes A, B et C. 
この講義要綱を，「コンバンシオンの経済分析」のオルレアンによる序文「コンバンシ
オンによる経済的調節の一般モデルをめざして」を参考にしながら読むならば，以下の点
が重要であると思われる。
第ー は， レギュラシオン学派のリーダー的存在であるボワイエと，コンバンシオニスト
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に近いレギュラシオニストであるオルレアンがコンバンシオン理論を援用して共同論文を
執筆したり，若手研究者を対象とする講義を共同でおこなうことの影響の大きさである。
二人の理論的影響下で，賃金協約の変容の研究で頭角をあらわしているB・レイノー 12)ゃ．
最近「マルクスとコンバンシオン経済」という論文を書いたE・プランのような新しい世
代のレギュラシオニストが育っている。この講義の中で，マクロ経済学としてのレギュラ
シオン理論のミクロ的基礎を補完するものとしてコンバンシオン理論が積極的に取り入れ
られている。そればかりでなく第1回講義「制度としての市場」では，「交換対象の質が交
換に先立ってア・プリオリに各人に知られている (nomenclature)」という新古典派の仮
説＝想定を批判しているアンテルバンシオン (intervention)派の議論13)が肯定的に摂取
されている。例えば，第1回講義の 1)では「ワルラスの競売人，模索と安定」が批判的
に検討されているが，その参考文献として，ァンテルバンシオン派を代表する J・カルト
ゥリエ (Cartelier)編の「経済的な大きさの形成」があげられている。またオルレアンは，
新古典派の文法の中で財の「品質」を問題にした議論を検討するに際し， C・ベネッティ
とJ・カルトゥリエの nomenclature仮説を援用しているのである。 ちなみに彼らは，
この仮説を「社会についてのあらゆる命題に先行して，多種多様な財や商品から成る物的
世界全体の説明 (description)が可能であるという想定に帰着する」14)と定義している。
第二は， アメリカにおける「新制度学派」15)の諸理論が詳しく検討されていることであ
る。例えば，ボワイエは，第4回講義「なぜ企業なのか」において，取引費用の節約から
組織（企業）の発生を説明するロナルド ・H・ コー ス (Coase)を起点としO・E・ウイリ
アムソンの内部組織論で完成する組織発生論や，エイジェンシー・アプローチ（代理人と
依頼人の関係）からのJ・ステイグリッツ (Stiglitz)の企業論，「協調ゲーム論的アプロ
ーチ」から日本企業の内部組織を理論化した青木昌彦の議論を検討しているし，第6回講
義「労働契約」においては，大量失業下での実質賃金上昇というパラドックスを説明した
効率賃金論をかなり詳しく検討している。オルレアンも第1回講義「制度としての市場」
12) B. Reynaud, Le salaire, la regle et le mare砥 ChristianBourgois Editeur, 
1992. 
13)アンテルバンシオン派については， G・ドゥルプラス「「政治経済学」とマルクス主
義』（高須賀義博監訳，岩波書店， 1988年）とその監訳者解説を参照のこと。
14) C. Benetti, J. Cartelier, Marchands, salariat et capitalistes, Maspero, 1980, 
p. 94. 
15)新制度学派の最近の動向と主要論点を整理した研究として，竹下公視「経済体制論と
『制度の経済学』」（関西大「経済論集」第44巻第2号， 1994年）が有益である。
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において，情報の不完全性から経済制度の発生を説明する「応用ミクロ経済学」の議論に
注目し， とくに，買手が商品の品質について不完全な情報しかもっていない場合の市場
取引（いわゆるレモン市場の問題）を分析したアカロフ (Akerlof)やステイグリッツ
(Stiglitz)の議論を検討している。
第三は，新制度学派の理論を批判するうえで，コンバンシオン派やアンテルバンシオン
派の議論だけでなく，人間の「限定された合理性」という視点から新古典派の最大化原理
を批判したサイモンの議論が参考にされている。
第四は， ジェフ・ホジソンをリーダーに， 新古典派にたいするオルタナテイプを提供
するような「ヨーロッパ制度主義」の構築を目標として， 1988年に結成された「進化の
(evolutionary)政治経済学・欧州学会」への言及が， この講義では見当たらないこと
である16)。レギュラシオン学派のうちには，国家論の研究で著名なR・ドロルムがいて，
彼がこの学会の運営委員に選出されていることを考えると，この点はやや不思議である。
おそらくこれは，ボワイエやオルレアンがこの大学院講義で「ミクロ的基礎づけ」の研究
を格別に重視していることの反映であろう。この講義の参考文献として，「Microfounda-
tions of unemployment theory」といった性格の論文が比較的多くあげられている。
4 レギュラシオン理論のミクロ的基礎としての「制度」論の評価
では， 「制度の経済学」をめぐるレギュラシオンの最近の動きをどのように評価すべき
だろうか。まず確認すべきことは， 新しい制度諸形態の「大使」17)をめざすレギュラシオ
ン学派にとって，制度諸形態の生成•発展・衰退の解明は依然として中心的な課題である
が，この課題を経済理論の枠組みの中で追求することが当初に考えられたよりも困難だっ
たことである。この困難さは次第に認識されてきた。ボワイエは1986年の時点でこの困難
の自覚をつぎのように表明している。「たしかにM・アグリエッタの初期の仕事は， 長期
における制度諸形態の変容の研究や，この変容過程にかかわる諸法則の探究さえをも，前
面におしたてていた。今日われわれに明らかになったことは，この変容過程が著しく複雑
であり，•••…レギュラシオニスト自身が当初期待していたものとくらべても，およそ目的
論で割りきることはできないということである」18)。そこで80年代のレギュラシオン学派
16)ヨーロッパ制度主義の目標とその意義については，八木紀一郎「ヨーロッパ制度主義
経済学の成立」（京都大「経済論叢』第147巻第 1-3号， 1992年）を参照。
17) ボワイエ「入門・レギュラシオン」山田•井上編訳，藤原書店， 63ページ。
18) R・ボワイエ，山田鋭夫訳『レギュラシオン理論」藤原書店， 1990年， 191ペー ジ。
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は，制度諸形態の変容の問題をかなり限定的に捉え，フォーディズムの危機という「大危
機」からの脱出過程における現在進行形の変容（例えば，賃金協約，企業の内部組織，競
争形態，国家介入の仕方）をリアルタイムで追跡しながら，研究目標を「制度的イノベー
ションの類型論を構築すること」および「新しい組織諸形態が普及していく決定因を解明
すること」19)にしぼることになる。このような現在進行形の制度や組織のミクロ的変容の
追跡が，コンバンシオン理論の採用による制度発生の解明と結びついたのである。
コンバンシオン理論の採用は， レギュラシオン学派の主流が方法論的全体主義（ホ＿リ
ズム）から「方法論的個人主義」に傾斜したこと，社会関係の矛盾的性格の強調やこの矛
盾が解決される制度形態の創出という歴史理解が後退することを意味する。このようなレ
ギュラシオン学派の近年の動向は，この学派を内部分解させるおそれがある。例えば，工
コロジストであり，現実の社会運動に積極的にコミットしているリヒ°エッツはこの動向に
きわめて批判的であって， 1992年の「レギュラシオン理論の新展開』（大村書店）の「序
文」で，批判の理由をのべている。「彼ら〔レギュラシオニスト〕の多くはもはや， レギ
ュラシオンの問題がそこから生じるところの，緊張や社会的矛盾の激化さえ強調しようと
しなくなっている。今日では，われわれの初期の著作のマルクス主義的系譜さえ注意ぶか
＜被い隠されている。レギュラシオニストの現在の主要傾向は，支配的イデオロギーにで
きるだけ受け入れられるような用語で自分たちの研究を表現することである。レギュラシ
オニストはノーベル経済学賞を受賞したハーバード・サイモンの威信で身を守ろうとして
いるので，社会的矛盾のレギュラシオンの問題を，個別的諸行動が制度化される調節の問
題として展開される傾向が次第に強くなっている。それは今日「コンバンシオン・セオリ
ー」と呼ばれている研究プログラムである。わたしはこの研究プログラムを尊重している
が，それはわたしの研究プログラムとは別物である。それに反して〔わたしの研究プログ
ラムは〕， 利害の衝突や社会的緊張を強調するものである。社会的緊張はしばしば制度化
された妥協や「コンバンシオン〔合意や協定〕」によって解決されるが， しかしまたそれ
はしばしば危機ないし戦争によって解決されるのである」20)。
しかしこのリヒ°エッツの主張は原則的な批判であるが， 内在的な批判にはなっていな
い。レギュラシオン理論とコンバンシオン理論を比較検討をする作業をおこない，オルレ
アンとボワイエの共同論文ー一この論文が大学院の講義要綱の一つの基礎になっている
—を内在的に批判しているのが，『逆転の思考』 (1991年，花田昌宣・斉藤悦則訳，藤原
19)同上書， 197-203ペー ジ。
20) A・リピエッツ，前掲書（注4),vi-vペー ジ。
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書店， 1992年）の著者であるB・コリアである。コリアによれば， 1980年代にレギュラシ
オン学派と新古典派とのあいだに共通の問題関心が生まれ，両派の理論的境界線は大きく
変化したのである。一方では大部分のレギュラシオン学派の主要な関心が， 70年代におけ
る制度諸形態とマクロ的規則性の研究から，・現在進行中の変化の「ミクロ経済的側面」の
研究に移行する。新しいミクロ的規則性が，フォーディズムにとって代わる新しい発展様
式をもたらすマクロ経済的規則性が確立するかもしれない徴候として，精力的に研究され
た。つまり， レギュラシオン学派の関心の比重が「マクロー一＞ミクロ （アクターの行
動）」から「ミクロ・―->マクロ」に変化したのである。他方では，組織や制度を均衡（効
率的資源配分）の妨害要因と理解していた新古典派の中から，制度を経済的効率を保証す
る要因と主張する異端派が登場する。このような新古典派の異端派による制度の「発見」
を促した要因として，コリアは，大量失業下での実質賃金上昇というバラドキシカルな現
象をいかに説明するかという理論問題の発生， 日本経済の良好なパフォーマンスヘの注目
と不可分な，企業内部および企業間におけるルールや協力関係による高度の効率性にたい
する特別の関心，の二点を指摘している。コリアがとくに重視しているのは，実質賃金上
昇／大量失業のパラドックスの説明として生まれた， アカロフやリーベンスタイン (H.
Leibenstein)による「効率賃金論」の意義である21)。すなわち， 「効率賃金アプローチ
は，マルクスが自分の理論的説明の中心に置いた分析原理を再発見したのである。つま
り購買されるものはア・プリオに量を決めることのできる労働からなっているのではな
く，「労働能力』（アカロフやリーベンスタインによれば「労働時間の単位』）なのであ
る。そしてその効率性は，労働関係の中で実施されるインセンテイプの仕方に依存する。
効率賃金論をめぐっておこなわれた研究の展開は実に多様であるが，企業の効率性分析の
中心的位置に，労働契約と結びついている労働利用の（明示的または黙示的な）ルールを
置くという点では，それらの研究はすべて一致している。換言すれば，新古典派的正統か
ら生まれたアプローチの内部で初めて，……経済効率を保証するための決定的な役割が諸
制度やミクロ的調整—その中心に位置するのは企業である一ーによって担われることが
認められたのである。制度はもはや必ずしも均衡回路を妨げる硬直性ではない。その反対
21)効率賃金論の由来と内容については，宮本光晴『企業と組織の経済学』（新世社， 1991
年）を参照。
22 (B. Coria, "La theorie de la regulation," in Ecole de la成gulationet crit匂ue
de la raison economique, Editions L'Harmattan, 1994, p. 137. 
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である。制度は効率を保証するために必要とされるのである」22)。このようにレギュラシ
オン学派と新古典派のあいだに，共通の理論的関心が生まれたのが8~代の大きな特徴で
あるが，フランスのコンバンシオン派は，制度のもつ効率性を「発見」した新古典派の一
部よりもレギュラシオン学派にいっそう接近した性格をもっている。というのは，コンバ
ンシオン派は効率性の観点からではなく，調整の観点から制度に注目するからである。市
場の自動的調節を認めず，非市場的調整様式の存在だけが不確実性の下で交換の規則性と
安定性を保証しうるという考えが， レギュラシオン学派とコンバンシオン派の共通点であ
る。しかし， B・ コリアが指摘するように，制度の発生をミクロ的行為主体の行動から説
明するために，結局は制度の問題をコンバンシオン（合意）の問題に解消してしまうとい
う点で， コンバンシオン派の制度理解はレギュラシオン派のそれと決定的に異なっいるの
である23)。
コリアは，コンバンシオン派を以上のように理解したうえで， コンバンシオン理論は
「レギュラシオン理論に欠けているミクロ的基礎を構成することができる」という視点か
ら賃金協約の生成と普及を検討した先のオルレアンとボワイエの共同論文を論評する。結
論から言えば， 「当面のところでは」レギュラシオン理論のミクロ的基礎としてコンバン
シオン理論を援用する試みは失敗である， というのがコリアの評価である。というのは，
オルレアンとボワイエ自身が論文の最後のところで， 「フォード主義的賃金協約がミクロ
的行為主体の行動から演繹できない」ことを認めているからである。そのうえで，コリア
はレギュラシオン理論とコンバンシオン理論の決定的な相違を三つ指摘する。第一は， レ
ギュラシオン理論が制度諸形態の起源として資本／労働関係の矛盾的性格や制度諸形態の
生成・確立・衰退としての「歴史」を重視するのにたいし，コンバンシオン理論が「歴史
とそれを活気づける敵対関係」を「拒否」していることである。というのは， コンバンシ
オン理論は「共通知識」の存在をつねにあらかじめ前提しているのに，それの発生を「歴
史」からではなくミクロ的行為から「演繹」的に説明しようとするからである。第二は，
レギュラシオン理論が制度諸形態のヒエラルキーを強調し， ミクロ的行為主体の行動を支
配する中心的な制度（例えば，団体交渉制度や社会保障制度のような，マクロ的経済調節
をもたらす社会的妥協が結ばれる場所）とそうでない制度を区別して議論するのにたいし，
コンバンシオン理論は，ルール，契約，相互的期待，多様な合意からなる諸制度のヒエラ
ルキーを認識することなく，それらの比重の違いを無視しているのである。第三は，制度
23) ibid., p. 144. 
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創生についての相違であって， レギュラシオン理論は「構造的諸形態」のカテゴリーに
よってマクロ経済的規則性を保証する基本的制度の存在とその起源を説明するのにたい
し， 「コンバンシオンは相互的期待のシステム」であるという議論（とくに Salais論
文）は，「暗黙的契約」の議論と同様に， 諸制度の形成（歴史）やそのヒエラルキー編成
や基本的制度の存在を無視してしまうのである。つまりコンバンシオン理論は，すでに指
摘したように結局は「制度」を「合意」に還元してしまうのである。
とはいえ，このような基本的な相違が忘れられないならば， レギュラシオン学派がミク
ロ的規則性のルールを研究することや， 「組織」の効率性に注目する新古典派の最近の鏃
論と取り組むことは，「制度の経済学」としての今後のレギュラシオン理論の発展にとっ
て実りあることであろう。
5 「制度の経済学」としてのレギュラシオン理論の独自性
最後に検討すべきは，社会関係の矛盾的性格と歴史（社会的変容）を重視し，また制度
諸形態によるマクロ的一貫性の確保を強調するレギュラシオン理論の原点や研究成果を捨
てることなしに，つまりコンバンシオン理論や新制度学派の取引費用論に依拠することな
しに，組織や制度に組み込まれているルールやその変容や発生をどのような方向で研究す
べきだろうか， という問題である。あるいはまた，社会的緊張の解決を通して歴史的に形
成され，マクロ的規則性を保証する制度諸形態と，マクロ的調整のミクロ的基礎としての
組織や規範や合意という「制度諸形態」との動態的関連をどのように理論化するか，とい
う問題である。換言すれば，制度の経済学としてのレギュラシオン理論の独自性は一体ど
こにあるのか， という問題が提起されているのである。
この問題を考えるうえで重要と思われる研究動向が二つある。第ーは，アグリエッタと
プレンデールの共著「勤労者社会の転換』 (1984年， 斉藤日出治ほか訳， 日本評論社，
1990年），コリアの「逆転の思考」である。これらはともに， レギュラシオン理論の観点
からイノベーションを定義し直すことを通じて（「前者におけるメジャーなイノベーショ
ンとマイナーなイノベーションの区別，後者における組織的イノベーションと技術的イノ
ベーションとの区別）企業の内部組織の変容を理論的に研究している。植村博恭の指摘に
よれば，「現在， 企業組織を扱う主流派的理論は， O・ ウイリアムソン（「新制度学派」）
のそれであるが，これは不確実な市場環境のもとで発生する「取引コスト」を節約するた
めに代替的な取引様式である「組織」が選択されるとするものである。このような理論と
対比した場合，レギュラシオン理論における企業理論の特~ つぎのように整理できる。
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(1)企業とは，生産を包摂した貨幣の循環運動（「過程する価値」）であり，価値増殖と資本
の蓄積が企業の目的となる。そして， このような循環運動においては．「時間の節約」が
中心問題となる（マルクス＝ケインズ的資本概念）。 (2)企業は生産諸要素の統合の場であ
るだけでなく，社会統合の場でもある。そこでは，規範や慣習が重要な役割をはたし，そ
れを通して労働の強度が高められる。 (3)企業は，イノベーションやマクロ経済的変動の不
確実性がもたらす破壊的な帰結（『資本減価 devalorisation」と呼ばれる）から技術的知
識の複合的な協働関係を守るために重層的な組織を持つ。こうして，企業組織は，諸種の
ルーティン的実践相互の有機的連携として成立する。このように，企業組織は生産性の上
昇に貢献するような分業のあり方の問題として捉えられ， 「＜生産の企て＞， 資本の活性
化がなされる場』（コリア「逆転の思考」）として把握される」24)。
「制度の経済学」としてのレギュラシオン理論の独自性という観点から見て重要な第二
の動向は，近年活発に展開されている「社会主義における制度と調整」の研究である。 B
・シャバンス『社会主義のレギュラシオン理論J(1990年， 斉藤日出治訳， 大村書店，
1992年），同氏『システムの解体』 (1990年， 斉藤日出治・斉藤悦則訳， 藤原書店， 1992 
年）,R・ボワイエ・山田鋭夫共編「転換ー一社会主義」（藤原書店， 1993年）' G・サヒ°
ール「動員経済』 (J.Sapir, L'Economie mobilisee, Agalma/La Decouverte, 1990), 
J・コルナイ「社会主義システムー一共産主義の政治経済学」 (J.Kornai, The Socialist 
System, Clarendon Press Oxford, 1992)などがその代表的な研究である。これらの社
会主義システムの研究は，従来の「資本主義のレギュラシオン」の研究方法や成果をたん
に社会主義研究に適用したものではない。社会主義のレギュラシオンの制度論的研究は，
レギュラシオンの問題が経済レベルだけでな<.政治や言説（ディスクール）のレベルに
も関わることを示唆しているのである。斉藤日出治はこの論点をつぎのように鋭く指摘し
ている。「社会主義経済への制度論的アプローチは， レギュラシオン理論による資本主義
分析の方法の機械的適用ではありえない。むしろレギュラシオンの手法を伝統的な社会主
義システムの分析に活用するとき， レギュラシオン理論の有効性と同時に，その不十分性
と欠陥もあらわになってくる。／レギュラシオン理論の制度的諸形態は，主として経済領
城に限定されており，政治と言説という社会形成の本質的な領域が抜け落ちている。政治
と言説の制度的諸形態は経済的な制度のたんなる反映ではなく，経済的な制度と相互作用
24)植村博恭「レギュラシオン理論における組織と資本蓄積」，経済社会学会編「経済・
社会理論の再構築」年報第15巻， 1993年， 86ペー ジ。
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しつつシステムを構成する本質的な要因をなしている」25)。 このようなレギュラシオニス
トによる社会主義システムの制度論的研究は，先に見たリヒ°エッツの原則的な批判を免れ
ているだけでなく，構造的危機における資本主義システムの制度的変化の研究にも示唆す
るところは少なくないのである26)0 
以上二つの研究動向は， レギュラシオン理論に独自な「歴史と制度の政治経済学」の方
向を示していると思われるが，どうであろうか27)。
25)斉藤日出治「社会主義システムと制度の経済学」「大阪産業大学論集 社会科学編」
第96号， 1994年， 34ペー ジ， 36-37ペー ジ。
26)リヒ°エッツが「勇気ある選択』 (1989年，若森章孝訳，藤原書店， 1990年）で展開し
た社会的パラダイム論もまた，構造的危機を通じていかに新たな制度諸形態が生まれ
るかを論じる重要なアプローチであることが忘れられてはならないだろう。
27)レギュラシオン理論に独自な「制度の経済学」を構想するにあって， レギュラシオン
理論の「制度」理解を取引喪用アプローチや青木の協調的ゲーム理論と比較検討する
作業必要であるが， そのような試みとして， 磯谷明徳「日本型経済システムの「制
度」分析」（九州大『経済学研究』第59巻第3・4号， 1994年）， 同「＜制度の経済
学＞と現代経済学の革新」（細江守紀ほか編「現代経済学の革新と展望」九州大学出
版会， 1994年）がある。参照されたい。
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